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○ 市町村国保は、他の医療保険（被用者保険、後期高齢者医療制度）に加入していない全ての住民を被保険者とすることで、
「国民皆保険」を支える仕組みである。

○ 保険者：都道府県及び市町村 （47＋1,716 平成30年度以降の姿であり、それ以前は市町村のみ）

○ 被保険者数： 約3,182万人（平成28年３月末）

※ 昭和30年代は農林水産業者、自営業者が中心 → 現在は非正規労働者や年金生活者等の無職者が７割を占める。

※ 平均年齢： 52.3歳（平成28年9月末）

○ 保険料： 全国平均で、一人当たり年額8.4万円 （平成27年度。介護納付金分は含まない。）
※ 実際の保険料率は、各市町村がそれぞれの実情を踏まえて定めている。

（平成30年度予算ベース）
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・75歳以上
・約1,750万人
・保険者数：47

健康保険組合協会けんぽ市町村国保 共済組合

約11兆円 約６兆円 健保組合・共済等 約５兆円

・大企業のサラリーマン
・約2,880万人
・保険者数：約1,400

・中小企業のサラリーマン
・約3,950万人
・保険者数：１

・公務員
・約850万人
・保険者数：85

・自営業者、年金生活者、
非正規雇用者等

・約3,180万人
・保険者数：47＋1,716

前期高齢者財政調整制度（約1,700万人）
約７兆円（再掲）

市町村国保の概要

＜医療保険制度の全体像＞

・ 75歳以上は、全員が後期高齢者医療制度に加入。
・ 75歳未満は、被用者保険（被用者及びその被扶養者）または
市町村国保に加入。

＜市町村国保の財源構成（総額11.2兆円）＞

※この他、同種同業の者で組織する国保組合がある 2



① 年齢構成が高く、医療費水準が高い
・ 65～74歳の割合：市町村国保（３８．９％）、健保組合（３．０％）
・ 一人あたり医療費：市町村国保（３５．０万円）、健保組合（１４．９万円）

② 所得水準が低い
・ 加入者一人当たり平均所得：市町村国保（８４．４万円）、健保組合（２０７万円（推計））
・ 無所得世帯割合：２８．４％

③ 保険料負担が重い
・加入者一人当たり保険料／加入者一人当たり所得
市町村国保（９．８％）、健保組合（５．７％） ※健保は本人負担分のみの推計値

④ 保険料（税）の収納率
・収納率：平成１１年度 ９１．３８％ → 平成２８年度 ９１．９２％
・最高収納率：９５．９０％（島根県） ・最低収納率：８７．６３％（東京都） ・富山県９４．８０％（全国３位）

⑤ 一般会計繰入・繰上充用
・市町村による法定外繰入額：約３,９００億円 うち決算補てん等の目的 ：約３,０００億円、

繰上充用額：約９６０億円（平成２７年度）

⑥ 財政運営が不安定になるリスクの 高い小規模保険者の存在
・１７１６保険者中３０００人未満の小規模保険者 ４７１ （全体の１／４）

⑦ 市町村間の格差
・ 一人あたり医療費の都道府県内格差 最大：2.8倍（北海道） 最小：1.2倍（滋賀県） 富山県1.3倍
・ 一人あたり所得の都道府県内格差 最大：16.9倍（北海道） 最小：1.4倍（富山県）
・ 一人当たり保険料の都道府県内格差 最大：3.3倍（長野県）※最小：1.2倍（山口県） 富山県1.3倍
※東日本大震災による保険料（税）減免の影響が大きい福島県を除く。

１．年齢構成

２．財政基盤

３．財政の安定性・市町村格差

① 国保に対する財政支援の拡充

② 国保の運営について、財政支援
の拡充等により、国保の財政上の
構造的な問題を解決することとし
た上で、

・ 財政運営を始めとして都道府県

が担うことを基本としつつ、

・ 保険料の賦課徴収、保健事業の

実施等に関する市町村の役割が

積極的に果たされるよう、
都道府県と市町村との適切な役割
分担について検討

③ 低所得者に対する保険料軽減措
置の拡充
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市町村国保が抱える構造的な課題

＜社会保障制度改革プログラム法における
対応の方向性＞



支出

改革後の国保財政の仕組み（イメージ）

① 保険給付に必要な費用を、
全額、市町村へ交付

②災害等による保険料の減
免額等が多額であることや、
市町村における保健事業
を支援するなど、市町村に
特別な事情がある場合に、
その事情を考慮して交付

支出

保険料 保険給付費

支出

保険料 保険給付費

納付金 交付金

○ 都道府県が財政運営の責任主体となり、市町村ごとの国保事業費納付金の額の決定や、保険給付に必要な費用

を、全額、市町村に対して支払う（保険給付費等交付金の交付）ことにより、国保財政の「入り」と「出」を管理する。

※ 都道府県にも国保特別会計を設置

○ 市町村は、都道府県が市町村ごとに決定した納付金を都道府県に納付する。

※ 納付金の額は、市町村ごとの医療費水準と所得水準を考慮

都道府県の国保特別会計

市町村の

国保特別会計

市町村の

国保特別会計 Ａ市

現行 改革後

公費

・定率国庫負担
・保険料軽減 等

収入
公費

保険料軽減 等

公費

収入定率国庫負担 等

収入
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改革後の国保の運営に係る都道府県と市町村の役割

改 革 の 方 向 性

１ 運営のあり方 ○ 都道府県が、県内市町村とともに、国保の運営を担う
○ 都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業運営の

確保等の国保運営に中心的な役割を担い、制度を安定化
○ 都道府県が、都道府県内の統一的な運営方針としての国保運営方針を示し、市町村

が担う事務の効率化、標準化を推進

都道府県の主な役割 市町村の主な役割

２ 財政運営 財政運営の責任主体
・市町村ごとの国保事業費納付金を決定
・財政安定化基金の設置・運営

国保事業納付金を県に納付

３ 資格管理 国保運営方針に基づき、事務の効率化、
標準化、広域化を推進

地域に身近な関係の中、資格を管理
（被保険者証等の発行）

４ 保険料の決定
賦課・徴収

標準的な算定方法により、市町村ごとの
標準保険料率を算定・公表

市町村ごとの医療費水準、所得水準を
考慮することが基本

・標準保険料率を参考に保険料率を決定
・個々の事情に応じた賦課・徴収

５ 保険給付 ・給付に必要な費用を、全額、市町村に対し
て支払い
・市町村が行った保険給付の点検

・保険給付の決定
・個々の事情に応じた窓口負担減免等

６ 保健事業 市町村に対し、必要な助言・支援 被保険者の特性に応じたきめ細かい保健
事業を実施
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○ 各都道府県における保険料水準の統一に向けた課題は、次のとおり。

・ 医療費水準の平準化
・ 将来にわたる医療費適正化インセンティブの確保

保険事業費や地方単独事業、決算補填目的の法定外繰入など、市町村が個別に政策的に取り組んでいる
ものの統一化について、議論が必要。また、市町村ごとの保険料収納率の差をどのように扱うかについても整
理が必要。
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保険料水準の統一に向けた課題

① 医療費水準に関する課題

・ 保険料算定方式の統一化

・ 賦課割合の統一化

・ 保険料収納率に関する整理
・ 保健事業費等の基準額の統一化
・ 地方単独事業の整理
・ 赤字の解消

都道府県と市町村との協議の場において、あるべき姿の議論が必要。

α=0にすることによって、医療費水準によらず、保険料水準を統一することが可能である。ただし、市町村の
納得を得るためには、都道府県内の各市町村の医療費水準がある程度平準化されることが重要。また、α=0
を設定した場合には、将来にわたり、医療費適正化インセンティブをどのように図るべきか、都道府県の役割と
して、今後検討する必要。

② 保険料算定方法に関する課題

③ 各市町村の取組に関する課題


